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次期「彦根市子ども・若者プラン」策定に係る調査結果の概要  
 

【調査の実施状況】 

 調査対象  配布数 回収数 回収率 調査期間  調査方法  

就学前児童調査  
小学生児童調査  

市内在住  小学校入学前（０～５
歳児）の子どものいる世帯  

2,000 人  
（無作為抽出）  

835 人  41.8% 
平成 30 年  

12 月 13 日～  
12 月 28 日  

郵送配布・郵送回収  

市内在住  小学生（１～４年生）
の子どものいる世帯  

1,000 人  
（無作為抽出）  

378 人  37.8% 郵送配布・郵送回収  

若者の意識調査  市内在住  18 歳～39 歳の若者  
769 人  

（無作為抽出）  
183 人  23.8% 

平成 30 年  
12 月 13 日～  
平成 31 年  
1 月 7 日  

郵送又は大学等を通
した手渡しによる配
布・郵送回収  

貧困対策に関す
る調査  

小学５年生、中学２年生の子ど
ものいる世帯  

2,051 人  
（悉皆調査）  

776 人  37.8% 
学校経由配布・郵送
回収  

市内の支援団体・行政機関・児
童福祉施設  

16 ヵ所  11 ヵ所  68.8% 
郵送又は直接配布・
回収  

市内の保育所・幼稚園・認定子
ども園・小学校・中学校・高校・
大学  

75 ヵ所  58 ヵ所  77.3% 
郵送又は直接配布・
回収  

定期的な学習支援を利用してい
る児童・生徒  

66 人  24 人  36.4% 
手渡しによる配布・
回収  
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【就学前児童調査・小学生児童調査】 

〔１〕母親の就労状況 ＜就業率（就学前で６割強、就学後で８割強）の向上がうかがえます＞  

 

 

 

 

 

就学前  小学生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔２〕母親の育児休業の取得状況 ＜育児休業の取得率の向上がうかがえます＞  

                                          就学前  

 

 

 

 

【就学前児童調査】で、「フルタイム」が 25.0%、「パート・アルバイト等」が 26.8%となっており、就労してい

る母親（休業中を含む）は合計 63.4%で、前回調査に比べて 11 ポイント増加しています。  

【小学生児童調査】では「フルタイム」が 32.8%、「パート・アルバイト等」が 48.4%となっており、就労してい

る母親（休業中を含む）は合計 82.8%で、前回調査に比べて 14.1 ポイント増加しています。  

母親の育児休業の取得状況は、「取得した（取得中

である）」が 39.0%、「働いていなかった」が 44.7%、

となっています。前回調査に比べて「取得した（取得

中である）」は 8.8 ポイント増加しています。  

25.0 

9.9 

26.8 

1.7 

29.1 

1.3 

6.1 

21.0 

6.9 

23.5 

1.0 

37.5 

2.9 

7.2 

0 10 20 30 40 50

今回調査（H30）

(N=835)

前回調査（H25）

(N=897)

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）
で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）
で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）
で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）
で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

(%)
32.8 

0.8 

43.4 

0.8 

14.3 

1.9 

6.1 

27.2 

1.2 

40.1 

0.2 

19.2 

3.6 

8.4 

0 10 20 30 40 50

今回調査（H30）

(N=378)

前回調査（H25）

(N=416)

(%)

44.7 

52.7 

39.0 

30.2 

14.1 

14.7 

2.2 

2.3 

働いていなかった 取得した（取得中である）

取得していない

無回答

今回調査（H30）
(N=835)

前回調査（H25）
(N=897)

(%)
0 20 40 60 80 100
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〔３〕平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 ＜認定こども園の利用増がうかがえます＞  

 

                                   就学前  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平日に定期的に利用している幼稚園や保育所など

の教育・保育事業は、「認可保育所」が 62.3%と最

も多く、次いで、「幼稚園」が 20.9%、「認定こど

も園」が 9.3%となっています。前回調査に比べて、

「認定こども園」が 9.1 ポイントと大きく増加し、

「認可保育所」が 5.6 ポイント増加したのに対して、

「幼稚園」が 9.7 ポイント減少しています。  

20.9 

3.0 

62.9 

9.3 

0.5 

0.0 

3.5 

2.6 

0.0 

1.2 

1.6 

1.6 

1.2 

0.2 

30.6 

2.5 

57.3 

0.2 

0.2 

3.5 

2.5 

0.0 

0.7 

1.4 

1.9 

0.7 

0 20 40 60 80

今回調査（H30） 前回調査（H25）

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設
※前回なし

家庭的保育（保育ママ）

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

保育所の延長保育
※前回なし

一時預かり

その他

無回答

(MA%)
(N=569)
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〔４〕平日の定期的な教育・保育事業の利用希望 ＜認定こども園の利用希望の増加がうかがえます＞  

                           就学前  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔５〕幼児教育・保育の無償化による希望の変化  ＜保育所機能の希望が増加する傾向がうかがえます＞ 

                                      就学前  

 

 

 

 

 

 

今後、平日に定期的に利用したい教育・保育事業は、

「認可保育所」が 65.7%と最も多く、次いで「幼稚

園（通常の就園時間の利用）」が 40.5%、「認定こ

ども園」が 32.0%となっています。前回調査に比べ

て、「認定こども園」が 11.7 ポイントと大きく増加

しています。  

40.5 

22.4 

65.7 

32.0 

8.0 

2.4 

9.1 

1.7 

4.2 

7.4 

13.5 

25.3 

2.0 

1.2 

45.0 

19.8 

61.6 

20.3 

9.8 

3.1 

8.8 

1.1 

2.3 

6.2 

16.5 

20.7 

1.3 

1.0 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=835)

前回調査（H25）

(N=897)

幼稚園（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育（保育ママ）

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

保育所の延長保育

一時預かり

その他

無回答

(MA%)

令和元年１０月から実施予定の『幼児教育の無償

化』後に希望する利用施設が変化するかどうか、無償

化前の希望と比較すると、「幼稚園・認定こども園（幼

稚園機能）」が 5.4 ポイント少なく、「保育所・認

定こども園（保育所機能）」が 7.9 ポイント多くな

っています  

33.5 55.2 5.1 6.1 

幼稚園・認定こども園（幼稚園機能）

保育所・認定こども園（保育所機能）

利用の希望はない

無回答

無償化前の希望

(N=835)

28.1 63.1 5.7 3.0 無償化後の希望

(%)
0 20 40 60 80 100
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〔６〕放課後（平日の小学校終了後）過ごさせたい場所  

 

 

 

 

 

■小学生低学年（１～３年生）の間        就学前  小学生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■小学生高学年（４～６年生）の間        就学前  小学生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就学前児童調査】では、低学年で「自宅」が 52.5%と最も多く、次いで「放課後児童クラブ」が 48.3%となって

おり、高学年で「自宅」が 63.6%で最も多く、次いで「習い事」が 47.5%となっています。  

【小学生児童調査】では、低学年で「自宅」が 69.0%と最も多く、次いで「習い事」が 56.9%となっており、高学

年で「自宅」が 76.7%で最も多く、次いで「習い事」が 67.2%となっています。  

52.5 

16.1 

39.0 

0.0 

48.3 

0.0 

9.3 

4.2 

57.7 

19.9 

38.8 

0.0 

36.8 

0.5 

10.9 

10.9 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=118)

前回調査（H25）

(N=201)

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）

児童館・子どもセンター

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

(MA%)

63.6 

22.0 

47.5 

0.0 

36.4 

0.0 

14.4 

2.5 

66.7 

21.9 

50.7 

1.0 

25.4 

0.5 

13.9 

11.4 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=118)

前回調査（H25）

(N=201)

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）

児童館・子どもセンター

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

(MA%)

69.0 

25.9 

56.9 

2.6 

33.6 

0.5 

16.1 

1.6 

65.6 

27.9 

51.2 

2.4 

29.8 

0.7 

21.6 

5.3 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=378)

前回調査（H25）

(N=416)

(MA%)

76.7 

30.2 

67.2 

2.4 

23.5 

0.5 

19.0 

0.8 

74.5 

34.1 

64.2 

2.2 

17.3 

1.2 

22.6 

2.2 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=378)

前回調査（H25）

(N=416)

(MA%)
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〔７〕彦根市のこれからの子育て支援施策で期待すること  

 

 

 

 

 

就学前  小学生  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就学前児童調査】では、「子育てしやすい労働条件の整備等ワークライフバランスの実現」が 57.7%と最も多く、次いで、

「児童手当などの経済的な支援」が 54.7%、「保育所や幼稚園、認定こども園の費用負担の軽減」が 54.6%となっています。  

【小学生児童調査】では、「児童手当などの経済的な支援」が 51.3%と最も多く、次いで、「学力の向上のための教育内容の

充実」が 50.8%、「医療機関・施設の充実」が 50.3%となっています。  

42.5 

49.3 

51.7 

26.7 

44.1 

34.4 

28.7 

17.2 

27.8 

51.3 

25.1 

33.7 

30.7 

19.9 

9.1 

16.9 

10.9 

40.1 

57.7 

18.4 

7.1 

21.1 

8.1 

11.4 

40.1 

45.1 

28.1 

41.4 

54.6 

54.7 

44.9 

20.0 

29.0 

24.2 

9.3 

1.0 

2.2 

0 20 40 60

一時保育など、多様な保育サービスの充実

保育所や幼稚園、認定こども園での教育・保育内容の充実

保育所・幼稚園・認定こども園の施設の充実

個性を尊重したゆとりある教育の推進

他人や自分を大切にし、人とのかかわりを学ぶ教育の推進

学力の向上のための教育内容の充実

教育施設の充実

障害児の教育・保育の充実

妊産婦や乳幼児の健康診査、保健指導などの充実

医療機関・施設の充実

発達に関する支援・相談の充実

気軽に相談できる窓口の充実

子育てに関する情報提供の充実

子育てについての教室や講座の充実

虐待防止のための相談窓口の充実

いじめに関する相談窓口の充実

不登校に関する相談窓口の充実

女性も男性も家事、育児に参画するという考え方の普及

子育てしやすい労働条件の整備（在宅勤務、勤務時間の短縮）等
ワークライフバランスの実現

親同士の交流の場や仲間づくりの機会の充実

子育てサークルやＮＰＯ団体の育成支援

子育てを助け合うコミュニティづくり

子ども会など地域の健全育成活動の充実

若者の居場所づくり

図書館の充実

交通安全・防犯教育の充実

公共交通機関の充実

地域のパトロールや見守り活動などの充実

保育所や幼稚園、認定こども園の費用負担の軽減

児童手当などの経済的な支援

出産費用や乳幼児医療費用負担の軽減

不妊症・不育症治療費用負担の軽減

就労への支援

安定した雇用への支援

その他

特にない

無回答

(MA%)
(N=835)

22.5 

14.3 

14.6 

22.8 

43.4 

50.8 

31.2 

13.5 

13.0 

50.3 

24.3 

37.0 

23.5 

14.8 

8.5 

18.5 

13.2 

31.2 

44.7 

8.5 

6.3 

14.3 

7.4 

14.3 

48.7 

45.8 

29.4 

37.8 

15.6 

51.3 

22.5 

10.1 

20.9 

20.6 

10.6 

2.1 

2.4 

0 20 40 60
(MA%)

(N=378)
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【若者の意識調査（18 歳～39 歳の市民用調査）】 

〔１〕若者を支援していくために必要だと思う相談体制 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若者を支援していくために必要だと思う相談体制

については、「親身に聴いてくれる相談体制」が

37.7%と最も多く、次いで、「無料で相談できる相

談体制」が 33.3%、「匿名で（自分の名前を知られ

ずに）相談できる相談体制」が 32.8％となっていま

す。  

37.7 

9.8 

16.9 

8.7 

22.4 

23.0 

32.8 

33.3 

3.3 

4.4 

2.2 

18.6 

25.7 

14.2 

21.3 

3.3 

5.5 

3.3 

41.8 

11.6 

17.8 

12.0 

24.7 

26.9 

30.5 

40.0 

3.3 

6.5 

3.3 

16.7 

30.5 

14.5 

21.5 

1.5 

10.2 

4.4 

0 10 20 30 40 50

今回調査（H30）

(N=183)

前回調査（H26）

(N=275)

親身に聴いてくれる相談体制

医学的な助言をくれる相談体制

心理学の専門家がいる相談体制

精神科医がいる相談体制

就労を支援してくれる相談体制

同じ悩みを持つ人と出会える相談体制

匿名で（自分の名前を知られずに）
相談できる相談体制

無料で相談できる相談体制

公的機関の人や医療の専門家ではない民間団体
（ＮＰＯなど）が運営する相談体制

自宅に専門家が来てくれる相談体制

自宅に専門家ではない民間団体のスタッフや
地域のボランティアが来てくれる相談体制

いろいろな悩みをまとめて聞いてくれる相談体制

自分のペースでゆっくりと段階的な支援をしてくれる
相談体制

自宅から近いこと

相談がなくても気軽に行くことができる
フリースペースがある相談場所

その他

相談等の支援は受けたくない

無回答

(MA%)
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〔２〕彦根市の子育て環境 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

彦根市の子育て環境については、「自然環境にめぐ

まれている」が 27.3%と最も多く、次いで、「近所

に同世代の遊び仲間がいる」が 13.7%、「子ども会

などの地域活動が盛んである」が 12.0%となってい

ます。  

13.7 

27.3 

3.8 

2.2 

12.0 

3.8 

4.4 

3.8 

5.5 

6.0 

6.0 

1.1 

5.5 

1.6 

36.6 

10.9 

4.4 

21.1 

30.5 

4.4 

2.5 

12.0 

6.2 

6.9 

4.7 

8.7 

4.7 

9.8 

0.4 

8.7 

2.9 

37.8 

11.3 

1.8 

0 10 20 30 40

今回調査（H30）

(N=183)

前回調査（H26）

(N=275)

近所に同世代の遊び仲間がいる

自然環境にめぐまれている

風紀がよい

子育てに関する情報が豊富である

子ども会などの地域活動が盛んである

子どもの施設の整備状況がよい

学校などの教育施設の整備状況がよい

文化施設の整備状況がよい

医療機関・施設の整備状況がよい

遊び場が整っている

交通の便がよい

公共施設や道路が子育てに配慮されている

子連れで利用しやすい店舗が多い

母親が子育てしながら働ける職場が多い

特に何も思わない

その他

無回答

(MA%)
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〔３〕現在住んでいるところに住み続けたいか 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔４〕彦根市のこれからの若者支援について期待すること  

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の居住意向については、「住んでいたい」が

21.9%、「どちらでもよい」が 35.5%、「移りたい」

が 16.9%となっています。  

23.0 

44.3 

30.6 

18.6 

36.6 

39.9 

19.1 

3.8 

5.5 

20.0 

41.5 

32.7 

14.5 

39.6 

46.5 

23.3 

2.9 

6.9 

0 10 20 30 40 50

今回調査（H30）

(N=183)

前回調査（H26）

(N=275)

安心して集まれる身近な場、イベントの機会がほしい

出かけやすく楽しめる場所を増やしてほしい

困ったときに相談したり、
情報が得られる場をつくってほしい

若者の居場所づくりを進めてほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、
企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

安定して働きがいのある雇用の場づくりをしてほしい

就労への支援をしてほしい

その他

無回答

(MA%)
彦根市のこれからの若者支援について期待するこ

とは、「出かけやすく楽しめる場所を増やしてほし

い」が 44.3%と最も多く、次いで、「安定して働き

がいのある雇用の場づくりをしてほしい」が 39.9%、

「残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対

して職場環境の改善を働きかけてほしい」が 36.6%

となっています。  

21.9 35.5 16.9 24.0 1.6 

住んでいたい どちらでもよい 移りたい わからない 無回答

(%)
0 20 40 60 80 100

(N=183)
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【子どもの生活に関する調査】 

〔１〕必要なものが買えなかったこと 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子世帯  

 

 

 

 

 

 

過去１年間で、必要とする食べ物や衣服が買えなかった経験の有無については、「なかった」が 91.9%と最も多くなっています。

母子世帯でも、「なかった」が 83.7%と最も多くなっています。  

「よくあった」、「ときどきあった」「まれにあった」を合わせた『あった』（生活困難世帯）は 7.4%となっています。母子

世帯では、『あった』（生活困難世帯）は 15.3%となっています。  

 

（前回調査時は、『あった』（生活困難世帯）は 11.3％、母子世帯では 31.4％でした。）  

1.4 

1.4 

1.5 

4.2 

4.5 

5.7 

91.9 

87.9 

0.6 

0.8 

よくあった

ときどきあった

まれにあった

なかった 無回答

今回調査（H30）
(N=776)

前回調査（H28）
(N=1,202)

(%)
0 20 40 60 80 100

1.1 

5.9 

2.2 

15.3 

12.0 

10.2 

83.7 

67.8 

1.1 

0.8 

よくあった

ときどきあった

まれにあった

なかった 無回答

今回調査（H30）
(N=92)

前回調査（H28）
(N=118)

(%)
0 20 40 60 80 100
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〔２〕経済的に負担が大きいと感じるもの 

                                       

 

 

 

 

 

 

全体  母子世帯  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済的に負担が大きいと感じるものについては、「学習塾や習い事にかかる費用」が 64.7%と最も多く、次いで、「医療費」が

31.6%となっています。  

母子世帯では、「学習塾や習い事にかかる費用」が 66.3%と最も多く、次いで、「制服・体操服の購入費」が 42.4%となって

います。  

11.0 

12.8 

17.8 

31.2 

64.7 

15.9 

15.9 

3.6 

31.6 

1.8 

13.9 

1.2 

11.9 

13.1 

16.0 

30.8 

65.5 

12.7 

12.6 

2.7 

25.6 

1.3 

13.6 

1.2 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=776)

前回調査（H28）

(N=1,202)

給食費などの学校の諸経費

辞書・習字道具などの教材購入費

学校の部活動にかかる費用
（遠征・ユニフォームなど）

制服・体操服の購入費

学習塾や習い事にかかる費用

ゲームやスポーツ用品の購入費

スマートフォンなどの通信料金

バスや電車の料金

医療費

その他

大きな負担を感じるものはない

無回答

(MA%)
10.9 

18.5 

21.7 

42.4 

66.3 

19.6 

18.5 

8.7 

20.7 

1.1 

7.6 

1.1 

16.1 

25.4 

22.9 

49.2 

62.7 

14.4 

22.0 

4.2 

18.6 

1.7 

5.1 

5.1 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=92)

前回調査（H28）

(N=118)

(MA%)
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〔３〕暮らしの状況 

                                       

 

 

 

全体  母子世帯  

 

 

 

 

 

〔４〕利用したいと思う支援 

                                       

 

 

 

全体  母子世帯  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の暮らしの状況については、「ふつう」が 56.8%と最も多くなっています。また、「大変苦しい」と「やや苦しい」を合わ

せた『苦しい』が 31.7%となっています。母子世帯でも、「ふつう」が 45.7%と最も多くなっています。また、「大変苦しい」と

「やや苦しい」を合わせた『苦しい』が 44.6%となっています。  

8.7 

24.6 

35.9 

42.4 

45.7 

28.0 

4.3 

3.4 

2.2 

0.0 

3.3 

1.7 

大変苦しい やや苦しい ふつう

ややゆとりがある

大変ゆとりがある

無回答

今回調査（H30）
(N=92)

前回調査（H28）
(N=118)

(%)
0 20 40 60 80 100

4.4 

8.2 

27.3 

29.8 

56.8 

54.0 

8.5 

6.0 

1.8 

1.1 

1.2 

0.9 

大変苦しい やや苦しい ふつう

ややゆとりがある

大変ゆとりがある

無回答

今回調査（H30）
(N=776)

前回調査（H28）
(N=1,202)

(%)
0 20 40 60 80 100

利用したいと思う支援については、「生活や就学のための経済的な補助・援助」が 44.2%と最も多く、次いで、「夏休み・冬休み・

春休み期間中に子どもたちが自習できる場所」が 44.1%となっています。母子世帯でも、「生活や就学のための経済的な補助・援

助」が 75.0%と最も多く、次いで、「夏休み・冬休み・春休み期間中に子どもたちが自習できる場所」が 52.2%となっています。  

32.1 

44.2 

21.4 

29.1 

44.1 

27.7 

14.7 

3.6 

11.7 

3.6 

0.8 

31.9 

52.6 

25.3 

28.4 

46.1 

26.0 

16.2 

1.9 

7.9 

3.4 

2.5 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=776)

前回調査（H28）

(N=1,202)

保護者が家にいないときに子どもが安心
してすごす場所やサービス

生活や就学のための経済的な補助・援助

進路や生活などについてなんでも相談で
きるところ

仲間と出会い、一緒に自然体験や集団遊
びなどいろいろな活動ができるところ

夏休み・冬休み・春休み期間中に子ども
たちが自習できる場所

地域において職場体験ができるところ

子どものみで無料もしくは低料金で食事
ができる場所の提供

その他

特にない

よくわからない

無回答

(MA%)
37.0 

75.0 

32.6 

26.1 

52.2 

25.0 

26.1 

3.3 

3.3 

2.2 

0.0 

34.7 

74.6 

25.4 

16.9 

45.8 

19.5 

22.9 

0.8 

2.5 

3.4 

1.7 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=92)

前回調査（H28）

(N=118)

(MA%)
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〔５〕必要としている支援 

                                       

 

 

 

 

 

全体  母子世帯  

 

 

 

 

現在必要としていること、重要だと思う支援については、「子育てと仕事を両立できる環境づくり」が 46.5%と最も多く、次い

で、「バスや電車などの公共交通機関の充実や費用の負担軽減」が 24.2%となっています。母子世帯でも、「子育てと仕事を両立

できる環境づくり」が 50.0%と最も多く、次いで、「バスや電車などの公共交通機関の充実や費用の負担軽減」が 42.4%となっ

ています。  

13.0 

17.4 

3.3 

27.2 

42.4 

13.0 

19.6 

50.0 

6.5 

3.3 

9.8 

2.2 

9.3 

10.2 

0.8 

33.9 

32.2 

21.2 

33.1 

57.6 

4.2 

4.2 

5.1 

5.1 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=92)

前回調査（H28）

(N=118)

(MA%)
8.4 

9.8 

1.5 

7.7 

24.2 

7.9 

13.9 

46.5 

6.8 

7.6 

18.8 

3.0 

10.2 

12.2 

1.7 

10.2 

25.2 

9.8 

17.6 

46.6 

4.7 

15.0 

6.7 

5.3 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=776)

前回調査（H28）

(N=1,202)

子どものことや生活のことなど悩みごとを
相談できる市役所などの窓口

同じような悩みを持った人同士で知り合
い、話し合えるところ

地域の人に話を聞いてもらえるところ

住宅を探したり家賃を軽減したりするため
の支援が受けられること

バスや電車などの公共交通機関の充実や費
用の負担軽減

一時的に必要な資金を借りられること

就職・転職のための支援が受けられること

子育てと仕事を両立できる環境づくり

その他

わからない

特にない

無回答

(MA%)
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【子どもの生活に関する資源量調査（団体対象）】 

〔１〕連携する機会のある機関・団体／今後連携したい機関・団体 

                                       

 

 

 

 

 

連携する機会のある機関・団体は、「ボランティア・

ＮＰＯ団体」が 90.9%と最も多く、次いで、「福祉事

務所」が 81.8%、「小・中学校」「彦根市子ども・若

者総合相談センター」がそれぞれ 72.7%となっていま

す。  

今後連携したい機関・団体は、「福祉事務所」「民間

企業」がそれぞれ 36.4%と最も多く、次いで、「警察」

「小・中学校」「高校」「保護者会・ＰＴＡ」「ボラン

ティア・ＮＰＯ団体」「彦根市発達支援センター」「教

育委員会」がそれぞれ 27.3%となっています。  

36.4 

36.4 

54.5 

45.5 

54.5 

36.4 

36.4 

72.7 

36.4 

63.6 

18.2 

45.5 

90.9 

81.8 

36.4 

54.5 

54.5 

36.4 

36.4 

45.5 

9.1 

72.7 

45.5 

18.2 

0.0 

0.0 

18.2 

9.1 

18.2 

9.1 

18.2 

27.3 

9.1 

27.3 

27.3 

18.2 

27.3 

18.2 

27.3 

36.4 

9.1 

27.3 

27.3 

18.2 

9.1 

18.2 

18.2 

18.2 

36.4 

9.1 

0.0 

18.2 

0 20 40 60 80 100

連携する機会がある 今後連携したい

医療機関

弁護士会

民生委員・児童委員

湖東健康福祉事務所

彦根子ども家庭相談センター

警察

保育所・幼稚園

小・中学校

高校

大学

保護者会・ＰＴＡ

児童福祉施設

ボランティア・ＮＰＯ団体

福祉事務所

健康推進課

彦根市発達支援センター

教育委員会

オアシス

あすくる彦根

ハローワーク

地域若者サポートステーション

彦根市子ども・若者総合相談センター

民間企業

その他

特にない

無回答

(MA%)
(N=11)
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【子どもへの支援に関する調査（保幼小中高大対象）】 

〔１〕困難な家庭の状況 

                                       

 

 

 

 

 

 

困難な家庭の子どもや保護者と接することがあると

お答えの方に、困難な家庭の状況についてたずねたとこ

ろ、「不登校（保育所・幼稚園においては、保護者が連

れてこない）」が 53.7%と最も多く、次いで、「朝食

を食べていない」が 48.8%、「授業料の支払いができ

ない（保育料の支払いができない）」「保護者と連絡が

とれない」がそれぞれ 43.9%となっています。  

43.9 

4.9 

22.0 

36.6 

12.2 

36.6 

9.8 

17.1 

31.7 

31.7 

48.8 

12.2 

53.7 

19.5 

43.9 

36.6 

26.8 

0.0 

39.0 

9.8 

26.8 

41.5 

7.3 

51.2 

14.6 

7.3 

29.3 

39.0 

31.7 

9.8 

43.9 

7.3 

24.4 

31.7 

51.2 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=41)

前回調査（H28）

(N=41)

授業料の支払いができない
（保育料の支払いができない）

経済的な理由で退学（退園）した

遠足や修学旅行などの参加費の支払いが
できない

給食費の支払いができない

弁当を持ってこない

学級費の支払いができていない

部活動・クラブ活動にかかる費用の支払
いができていない

制服・体操服などを買うことができない

お風呂に入れていない

清潔な服装をしていない

朝食を食べていない

夕食を食べていない

不登校（保育所・幼稚園においては、保
護者が連れてこない）

子どもと連絡がとれない

保護者と連絡がとれない

保護者と日本語によるコミュニケーショ
ンがとりづらい※前回なし

その他

無回答

(MA%)
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〔２〕困難な家庭の子どもや保護者に対して必要な支援  

                                       

 

 

 

 

 

 

 

困難な家庭の子どもや保護者に対し必要な支援につ

いては、「生活や就学のための経済的補助・援助」が

51.7%と最も多く、次いで、「進路や生活などについて

なんでも相談できるところ」が 46.6%、「関係機関に

よる支援のネットワークの整備」が 44.8%となってい

ます。  

37.9 

51.7 

32.8 

46.6 

25.9 

10.3 

32.8 

20.7 

15.5 

24.1 

6.9 

25.9 

24.1 

17.2 

37.9 

24.1 

12.1 

44.8 

5.2 

8.6 

38.7 

66.1 

40.3 

50.0 

27.4 

14.5 

33.9 

25.8 

17.7 

33.9 

9.7 

30.6 

19.4 

25.8 

38.7 

25.8 

12.9 

46.8 

8.1 

1.6 

0 20 40 60 80

今回調査（H30）

(N=58)

前回調査（H28）

(N=62)

保護者が家にいないときに子どもを預かる
場やサービスの提供

生活や就学のための経済的補助・援助

給付型の奨学金制度の整備

進路や生活などについてなんでも相談でき
るところ

仲間と出会え、一緒に活動できるところ

自然体験や集団遊びなどいろいろな活動機
会の提供

地域における子どもの学習の支援

学校の放課後や土曜日の学習の支援

夏休み期間中の教室開放（自習室）

読み書き計算などの基礎的な学習への支援

会社などでの職場体験などの機会の提供

仕事に就けるようにするための就労に関す
る支援

子どものみで無料もしくは安価で食事がで
きる場所の提供

進学や資格を取るための学習の支援

スクールソーシャルワーカーによる支援

家庭支援推進保育士による支援

バスや電車などの公共交通機関の充実や費
用の負担軽減

関係機関による支援のネットワークの整備

その他

無回答

(MA%)
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【子どもへの調査（学習支援児童生徒対象）】 

〔１〕学習支援に来ることになったきっかけ 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔２〕学習支援に来ることで変化はあったか 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

学習支援に来ることになったきっかけについては、「親

に教えてもらった」が 37.5%と最も多く、次いで、「こ

この人から直接教えてもらった」が 20.8%、「市役所

の人に教えてもらった」が 16.7%となっています。  

37.5 

4.2 

0.0 

16.7 

20.8 

8.3 

0.0 

16.7 

12.5 

52.2 

0.0 

21.7 

4.3 

13.0 

8.7 

0.0 

13.0 

0.0 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=24)

前回調査（H28）

(N=23)

親に教えてもらった

学校の先生に教えてもらった

友だちに教えてもらった

市役所の人に教えてもらった

ここの人から直接教えてもらった

チラシやポスターで知った

インターネットで知った

その他

無回答

(MA%)

学習支援に来ることであった変化については、「学校

の授業がわかるようになってきた」が 50.0%と最も多

く、次いで、「勉強がたのしくなってきた」「自分の進

路がはっきりとしてきた」がそれぞれ 33.3%なってい

ます。  

50.0 

29.2 

12.5 

33.3 

33.3 

16.7 

25.0 

4.2 

0.0 

8.3 

12.5 

0.0 

26.1 

21.7 

17.4 

17.4 

13.0 

17.4 

39.1 

4.3 

17.4 

0.0 

0.0 

0.0 

0 20 40 60

今回調査（H30）

(N=24)

前回調査（H28）

(N=23)

学校の授業がわかるようになってきた

学校の成績が上がってきた

学校がたのしくなってきた

勉強がたのしくなってきた

自分の進路がはっきりとしてきた

将来の夢・目標を持つことができた

いろいろな人と話ができるようになった

変わらない

ここに来る前よりわるくなった

わからない

その他

無回答

(MA%)


